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「不妊に悩む方への特定治療支援事業」のあり方に関する医療政策的研究 

わが国の不妊治療と社会経済的要因に関する研究 

 

研究分担者 小林廉毅 東京大学大学院医学系研究科 公衆衛生学 教授 
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Ａ.研究目的 

わが国における不妊治療と社会経済的要

因との関連を明らかにするため、2018 年

度は基礎データとして、特定不妊治療費助

成事業の実施主体を対象に、特定不妊治療

費助成事業の実施状況に関する調査を行っ

た。自治体（特定不妊治療費助成事業実施

主体および区市町村）による単独の支援事

業は、不妊に対する経済的支援のあり方を

検討する上で貴重な情報であるが、全体像

を示す資料はなく、治療単価に関する公的

な調査結果も存在しなかったため、実施主

体の調査を通じた情報収集を行った。2019

年度はわが国の不妊に悩む夫婦における社

会経済的要因と受療行動の関係を明らかに

するため、第 15 回出生動向基本調査（夫

婦調査）の二次利用分析を行った。さら

に、2020 年度は、生殖補助医療のどのよ

うな特徴（属性）が患者の受療意思に影響

するか、特に費用と受療意思の関係につい

て世帯年収別にコンジョイント分析を用い

た定量的分析を行った。コンジョイント分

析は医療経済学分野で利用される手法で、

属性を少しずつ変えた仮想的な複数の財を

被験者に提示して、その財を消費するか選

択させる。その選択データから消費者がど

の属性を重視しているか分析する手法であ

る。 

 

Ｂ．研究方法 

研究要旨： 

わが国における不妊治療と社会経済的要因との関連を明らかにするため、2018年度は、

特定不妊治療費助成事業の実施主体に対する調査を行い、医療経済学的検討のための基礎

資料を入手した。治療ステージ別の単価（体外受精による新鮮胚移植は約38万円、融解胚

移植は約16万円等）の他、女性の年齢別助成件数・人数、自治体単独の公費負担制度実施

状況等について記述した。2019年度は、第15回出生動向基本調査（夫婦調査）の分析を行

い、他の関連する要因を調整後も、高所得者ほど不妊の検査・治療を受ける可能性が高い

ことを明らかにした。2020年度に実施したコンジョイント分析では、世帯年収の高い者は、

どの自己負担額でも一貫して受療意思が高いが、助成金額によっては対象外となる高収入

者と、低～中収入者で受療選択確率が逆転する可能性も示された。2021年1月から助成事業

は拡大され（助成額は30万円/回、所得制限は撤廃）、2022年4月から不妊治療の保険適用範

囲が拡がった。これらの政策により不妊治療へのアクセスおよび社会経済的要因との関係

がどのように変化していくか、今後も注視していく必要がある。  
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１．全国 115 実施主体における「不妊に悩

む方への特定治療支援事業」実施状況の調

査 

平成 30年 8月、全国の都道府県・政令

市・中核市（都道府県等）の特定不妊治療

費助成事業の事務担当者宛に調査票を送付

し、平成 29年度の治療ステージ別の助成

件数、助成人数、指定医療機関が受診等証

明書に記載した領収金額の分布、女性の年

齢別助成件数と助成人数、都道府県等と区

市町村が単独で行う公費負担事業の有無と

その内容について調査を行った。 

 

２．社会経済的要因と不妊治療の関連−出

生動向基本調査個票情報を用いた解析 

2015年 6月に実施された第 15回出生動

向基本調査（夫婦票）について、統計法第

33条第 2号に係る申出を行い、夫婦調査

の個票（有効回答数 6,598票）を取得し

た。夫婦調査は妻の年齢が 50 歳未満の夫

婦を対象（回答者は妻）とした全国標本調

査である。 

本研究では「あなた方ご夫婦は不妊につ

いて不安や悩みがありますか」（問 15）に

対し「過去に子どもができないのではない

かと心配したことがある」または「現在､

子どもができないのではないかと心配して

いる」と回答した「不妊に悩んだ経験のあ

る者」について検討した。不妊に悩んだ経

験のある者のうち「過去に検査や治療を受

けたことがある」「現在、検査や治療を受

けている」と回答した者を「受療あり」と

し、「心配はしたが、特に医療機関にかか

ったことはない」と回答した者を「受療な

し」とし、受療の有無を被説明変数、所得

を説明変数、その他の変数を共変量として

多重ロジスティック回帰分析を行った。 

 

３．コンジョイント分析による生殖補助医

療の費用と受療意思の関連の検討 

インターネット調査会社が保有する一般

国民パネルから 25歳から 44歳までの不妊

に悩む既婚女性 824人に対して、6つの属

性（自己負担額、妊娠率、副作用の可能

性、通院日数、診療時間、スタッフの対

応）で表現した生殖補助医療のシナリオを

提示し、受療意思について尋ねた。824名

の回答者から得た 16のシナリオに対する

回答 13,184個について mixed effects 

logistic regressionで解析を行った 

 

（倫理面への配慮） 

秋田大学大学院医学系研究科・医学研究

審査委員会（審査番号 2300；令和元年 9

月 20日）（審査番号 2343；令和元年 12月

20日）および東京大学大学院医学系研究

科・医学部倫理委員会（審査番号

2019270NI；令和 2年 1月 23日）の承認を

得て実施された。 

 

Ｃ．研究結果  

１．全国 115 実施主体における「不妊に悩

む方への特定治療支援事業」実施状況の調

査 

全 115都道府県等から回答を得た。平成

29年度の全国の助成件数は 139,618件、

助成人数は 87,010人であった。治療ステ

ージ別の平均領収金額は、新鮮胚移植（体

外受精）は約 38万円、新鮮胚移植（顕微

授精）は約 43万円、融解胚移植は約 16万

円であった。また、28県 35市（55％）で

実施主体単独の公費負担事業を実施してお
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り、国制度の年齢制限や所得制限を緩和す

る事業、助成回数や助成額を上乗せする事

業、不妊検査・一般不妊治療や不育症治療

に対する助成を行う事業等、内容は多岐に

わたった。区市町村の単独事業を含める

と、86％の区市町村において、住民が何ら

かの追加支援（実施主体単独あるいは区市

町村単独のいずれか）を受けられる状況に

あった。 

 

２．社会経済的要因と不妊治療の関連−出

生動向基本調査個票情報を用いた解析 

有効回答数 6,598票のうち、不妊に悩ん

だ経験のある者は 2,253人（34%）、このう

ち検査・治療を受けたことがある者（受療

あり）は 1,154人（51%）であった。世帯

所得（4階級）別にみると低所得層の 43％

から高所得層の 59％まで、所得が高いほ

ど受療の割合が高かった。受療の有無を被

説明変数、世帯所得を説明変数、その他の

変数を共変量とした多重ロジスティック回

帰分析を行うと、世帯年収 400万円未満に

対して、世帯年収 600～799万円群では調

整後オッズ比 1.37（95% 信頼区間 1.00-

1.86）、800万円以上群では調整後オッズ

比 1.78（95％信頼区間 1.29-2.47）と受療

と有意な関連を認めた。 

 

３．コンジョイント分析による生殖補助医

療の費用と受療意思の関連の検討 

生殖補助医療の受療意思には 6つの属性

全てが有意に関連しており、自己負担額が

低く、妊娠率が高く、副作用の可能性がな

く、通院日数が少なく、土日・夜間診療が

あり、スタッフの対応が親切である治療で

は有意に受療意思が上昇した。世帯年収の

高い者は、どの自己負担額においても一貫

して受療意思が高かったものの、助成金額

によっては助成対象外の高収入者と、助成

対象となる低～中収入者の受療選択確率が

逆転する可能性も示された。 

 

Ｄ．考察 

本研究で実施した特定不妊治療費助成事

業の実施状況調査では、治療ステージ別の

単価を得るとともに、女性の年齢別助成件

数・人数、自治体単独の公費負担制度実施状

況等、医療経済学的検討の基礎資料を入手

した。得られたデータは35歳未満の特定不

妊治療費助成利用率が、世帯収入やソーシ

ャル・キャピタルなどの社会的要因と関連

する可能性を示唆した地域相関研究（Jwa e

t al., 2021）に活用された他、2022年度から

の保険適用化準備にも用いられた。 

第15回出生動向基本調査（夫婦票）の分析

からは、世帯年収が高いほど他の要因を調

整後も不妊の検査・治療を受ける可能性が

有意に高いことが示された。これは海外で

の先行研究に一致する結果であり、わが国

においても、低所得層ほど、医療機関を受診

していない潜在的な不妊患者が多く存在す

る可能性が示唆された。2022年度から不妊

治療の保険適用範囲が大きく拡大されたこ

とが検査受診を含む受療行動の変化につな

がるか、検討が必要である。所得に伴う受療

行動の差は社会的理由（ヘルスリテラシー、

就労、心理的障壁など）に依る可能性も高い

ため、社会的要因についても更なる調査が

必要である。 

コンジョイント分析で調査に用いた生殖

補助医療の6つの属性（自己負担額、妊娠率、

副作用の可能性、通院日数、診療時間、スタ
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ッフの対応）はいずれも受療意思と有意な

関連を認めたが、特に自己負担額の影響は

大きかった。世帯年収の高い者は、どの自己

負担額においても一貫して受療意思が高く、

特に50万円を超える自己負担額では、世帯

年収が高い者で自己負担額増加に伴う受療

意思低下が緩和されていた。一方で助成金

額によっては、対象外の高収入者と、低～中

収入者の受療選択確率が逆転する可能性も

示された。 

2021年1月から助成事業は大幅に拡大さ

れ（助成額は30万円/回、所得制限は撤廃）、

2022年4月から生殖補助医療も保険適用化

された。これらの政策により不妊治療への

アクセス、そして社会経済的要因との関係

がどのように変化していくか注視する必要

がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究から、わが国においても世帯年収

が高いほど不妊に関する検査・治療を受け

る確率が高いことが示され、医療機関を受

診していない潜在的な不妊患者が低所得層

ほど多く存在する可能性が示唆された。コ

ンジョイント分析からは自己負担額と生殖

補助医療の受療意思のとの関連が示された。

2021年1月以降の政策により不妊治療への

アクセスがどのように変化するか、今後も

調査研究が必要である。  
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